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The 1948 Great Fukui Earthquake Disaster and the 1995 Great Hanshin-Awaji Earthquake 
Disaster are the most destructive two earthquake disasters in the post-World War I in J apan. 
These disasters, half-century separated in age, gave us similar experiences and lessons on the 
post-earthquake recovery. This indicates that we could not keep our important and valuable 
lessons obtained through the rescue and recovering processes in the Great Fukui Earthquake 
Disaster, when the Great Hanshin-Awaji Earthquake occurred. The Fukui Earthquake tool王
place close to a medium-sized prefectural city (Fukui City, its population in 1948 was about 82 
thousand) and its environs. Official and informal reports and documents commonly remark that 
the rescue of the tol and the revival from the miserable situation were successfully done in a 
relatively short period. As known in this example, the Great Fukui Earthquake Disaster gives us 
many of important lessons which seem to be stil useful to minimize damages due to inland 
earthquakes whose epicenters locate close to urban areas. 
This paper focuses on how serious the social and economical damages caused by the Great 
Fukui Earthquake were and how successful its relief and restoration activities were. Examinaｭ
tion of the reports and documents reveals following characteristics pertaining to the Great Fukui 
Earthquake Disaster. 
1) Localized damaged area and restricted information network: 
A. Localization: The damaged area was not so wide because the earthquake was a typical 
inland earthquake with a shallow seismic focus. The earthquake took place three years 
later of the end of World War II , when information networks were not so developed as we 
have today. The detailed and precise information of how damaged the areas were and what 
kinds of relief goods were required was transmitted neither so quickly nor frequently to al 
over J apan and the world. 
B. Toughness of Fukui residents: They underwent and bore two terrible hardships in several 
years: one was by the war devastation and the other by the earthquake disaster. Nevertheｭ
less they successfully finished the reconstruction by themselves without sufficient financial 
support from the Government. 
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2) Lessons for rescue activities: 
Many lessons were pointed out through the rescue and reconstruction processes in the Great 
Fukui Earthquake Disaster. Some requested governmental preparation in advance of earthｭ
quake disasters. For example, 
A. Necessity of unified command systems controlling disaster relief teams. 
B. Improvement of emergency communication and information networks. 
C. Establishment of the mutual rescue operation system among neighboring municipalities. 
D. To avoid fatal damages, repeat of disaster-education by schools, communities and local 
governments. 
These lessons appeared again after the Great Hansin-Awaji Earthquake Disaster. 
3)Volunteer activities: 
The Red Cross Society, religious groups, student organizations, youth associations, and so on 
devotedly offered medical, welfare and labor services. Bath-giving service and milk distribuｭ
tion for babies and infants were also greatly appreciated. It was stressed that volunteers had 
to come to damaged areas with their foods and beds. 
4) Disaster prevention programs: 
A. Realization of urban planning to minimize disaster damages. 
B. Repeated evacuating practices. 
C. Education of seismological characteristics of earthquakes and geography of the neighborｭ
hood. 
1 .はじめに























福井大震災における救援 ・ 復興活動 . その教訓と提言の復習
II. 地震発生後 1 年間の救援・復興活動の進行状況
第 1 図に地震発生から 1 年聞の救援・復興活動の時系列を示している。瀬尾・佐間野 (1989) の原図
に、関連する諸文献 [3) ， 5) , 8) ，叩)] 等の記載に基づいて加筆 ・修正したものである。主として取り上げたの
は、災害救助隊による救助・救援活動、生活に関係の深い諸分野での復旧、情報活動、および主要団
体による奉仕活動である 。 この時系列図から以下のような特徴がうかがえる:
a) 地震発生直後の段階で、通信の途絶 ・ 情報不足が救援活動の大きな支障となった。
b) さまざまな救援活動(避難所の開設・炊出し・日用品支給・診療など)が比較的短期間に打ち切
られていること:避難所は 2 週間で閉鎖、診療活動は 1 か月余りで終了している。災害救助法で
規定きれた救援期間が短かったことのほか、当時の人的・物質的余裕のなさによるところが大きい。




期間に一応の復興を達成している: 1948年度の県当初予算(約 4 億 5 千万円)は、震水害対策費約
25億 5 千万円を上乗せし、年度末には約42億' 2 千万円に達したが、それでも十分で、はなかった
[3) , p.424J 。加えて、日本政府自体財政難であり、同年度中また翌年度からの補助・起債の早期打ち
切りまたは大幅減額があった [3) ， p 叫剖]。速やかな復興を可能にした背景には、「禍い転じて福とな
すJ ，.自力経済自力復興」の県民精神があった。こうして単なる震災の復旧にとどまらず、1.劣悪
で狭小な道路の一掃、 2. 坂井平野の農地乾由化、 3.福井市他六町の都市計画事業完成をめぎして










死者3 ， 769、負傷者22 ， 203 [幻 pp .l 0 lJ 0 
ただし、人的被害に関する数値は、文献によってかなりのばらつきがみられる [7) ,p. 77J 。
阪神・淡路大震災と比較すると、福井地震の人的被害には以下のような特徴がある:
a) 人口当たりの死傷率が高い:依拠するデータによ って若干の変動がある 1)が、福井県内でもとり
わけ被害の集中した福井市・足羽郡・吉田郡・坂井郡における人口あたり死亡率は1.4-2.1%、死傷
率では8 . 9-9.5% となる 2)。およそ住民10-11人に 1 人が身体的損傷を被っている。
b) 子供の死亡者が多い.第 2 および第 3 図から、福井市内の死亡者の男女別年齢構成 (5) ， p.261 ] を検討
すると、 10歳以下の子供の死亡が多いことがつかがえる。とくに男性では、死亡者の1/3以上を占め
る。ただし、女性の場合、 60歳以上の死亡者が全体のほぼ1/5を占め、人口構成と比べて著しく死亡率
が高い3)。これに対し、阪神・淡路大震災では、 10歳未満の死亡者は4.5% 、 60歳以上は53 . 0% であ




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































福井大震災における救援 ・ 復興活動 : その教訓| と提言の復習
c) 死亡者の男女比は約 4 6 、阪神・淡路大震災での比率もほぼ同じである 。
d) 人口動態への震災の影響は小さい:福井市の場合、震災直後の 7 月に人口・世帯数が若干減少し




のであろう [5) . pp 肝272] 。なお、 震災体験に関する個別報告や調査でも、典型的行動パターンのーっ とし
て、<激震の沈静後一→自宅へ、家族の安否確認ー→当夜、自宅の庭 ・ 家畜小屋・近所の路上・竹薮な
どで露営一→翌日から、家の後始末、仮小屋(三角小屋)の建設>という図式が明らかにされており
[5). 6). 9). 1 1)] 、地元定着 という人口動態の傾向と合致する。
他方、阪神・淡路大震災の場合、 1995年8月 1 日時点で特定被災地の人口は374万2 ， 010 と、同年初頭




全壊36 ， 184、半壊11 ， 816、焼失3 ， 851 [幻 pp . lO- ll] 0 平野部での倒壊率は60% を越える 。
火災(福井市24カ所、その他12カ所等)による延焼大 [1日 pp.7-9] 0 
阪神・淡路大震災の場合、全壊・半壊の住家数は、各々 93 ， 757棟、 106 ， 696棟であった。全壊率の最
も高かったのは北淡町で43.8%、次いで一宮町の32.7%、神戸市全域では12.2%である [1 ) . p 肌 p.146] 。
比率と しては、福井地震のそれを下回っているが、この点は耐震工法の進歩の影響を考慮すべきであ
ろう。
第 4 図に福井市およひ君日部の建物復旧状況を示している 5)。 ここでは、修理済・本建築・バラックを
復旧家屋とみなし、その月毎の推移、また復旧率(全壊・半壊・焼失の総家屋数に対する比率)をグ
ラフ化している 。 ここに顕著に表れているのは、以下の二点である.










!被害総額 117億6 ， 719万円 [3) . p.44 ] 。
内訳:農家(約64億円)、水稲(約 9 億円)、耕地(約32億円)、農機具(約 1 億円)、
農林関係団体建物(約5億円)、林業(約 3 億円)、畜産(約2億円)等。
激烈な上下動で地盤が不均質に沈下したこと [3) . p 側 、地震発生が水稲の植え付け直後であったこと
[31. p 拍7 J により、耕地や水稲に与えた被害は甚大であった。そのため、用排水路、井堰、揚水機の応急、
復旧を急務 [3) . p 州とし、枯死した稲苗の補給に全力を尽くした。 7 月 3- 11 日にかけて兵庫 ・大阪 ・
滋賀 ・ 三重 ・ 奈良 ・ 愛知の六府県から計47万把余の苗の救援を得た [剖 p 川] ことにより 、被害を最小限
に喰いとめることができた。また、湿田単作地帯であった坂井平野の農地乾固化の必要性が、震災に


























古語額 105億8 ， 658万円(うち繊維工業70億円)ωpp.102- 103. p.128l 。
繊維工業では、全設備の54%が躍災した(被災工場1 ， 393、被災機械20 ， 192台 +292 ， 433鐘)。
一般中小工業では、被災工場1 ， 957 (全工場の44.2%) 、被災設備12 ， 700台。





ていないように見受けられる。この主要因としては、 a) 復興に全力で取り組んだこと -14 ， 530台の絹
- 78 
内一紡織工業




























1950 1949 1948 1947 1946 
福井県製造業の推移
人絹織物機械、撚糸工業では140.000鐘が被害を被ったが、周年度末には各々 81% 、 60%の復旧 を達成
した [3) . p . 414 ] 、 b ) 当時のインフレの進行が急速であったこと町、の 2 点を挙げうる。
第 5 図
3-3 . 高業
|被害総額 12億7 .435万円(うち建物 6 億2 ， 840万円) ωp. 1 29] 0 I 
本県商業の60-70%が全くその機能を失い、 食糧・衣料 ・ 復興資材 ・ 医療用品その他生活必需物資の
供給は一部を除き他府県からの救援によ り 辛うじてまかなわれたが、手軽な露天商きながらの状態か
ら、たくましく再建していった ω pp.128- 9] 0 
3-4 . 金融業
五存雇用組合のうち全壊15、半壊2、全焼15 ω p.134 ] 0 当時福井県で流通していた約27億円の
銀行券のうち焼失額は、大阪財務局福井地方部の推定によると約 2 億5 ， 000万円(内申し出の
あったもの約400万円) [3). p 判。





被害総額 8億2 ， 1 83万円 (8) ， p . 14 J 。
路線202箇所、 建物450件、列車脱続3件 (2) . p . ll J 。
震害区間総延長96.0km、(国鉄・北陸本線<大土呂一作見>間40. 2km、 京福電鉄・三国
芦原線<福井口 一本荘>間17 . 4km、 同・ 永平寺線<金津一泊>間13. 2km等) (8) ,,, .14J o 
a. 敦賀管理部万川 6月 18-27 日の 1 日平均乗車人員 I r;"-
2 
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6月 28 29 30 7月 1 2 4 5 6 7 8 9 日
第 6 図 震災後の国鉄運輸成績


















(8) , p.12J 0 災害復旧に要 し た費用(名古屋鉄道局関係で昭和23年度末)は、およそ 6 億円であった ( 1 2) ， p.31 
- 80-
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武生以南および動橋以北は、地震発生当夜に復旧し、他の区間も比較的早期に復旧した。 7 月 23 日九
頭竜川に仮橋梁が完成し、 北陸本線の復旧は完了 した。なお、本橋梁が完成したのは翌年 1 月 20 日で
あった。第 6 図に 6 月 28 日カか苫ら 7 月 9 日までで、の両管理部の旅客.貨物量の動向 [ 1ロ肌2
る。 地震以前の期間の平均量と比べると、乗車人員 ・ 貨物量とも、敦賀管理部では約 3 割、金沢管理
部では約 1 割の減少となっている。しかしながら、復旧した区聞から順次開通していったため、長期
かっ極端な落ち込みはなかったことがうかがえる。名古屋鉄道局全体と しては、被災地への見舞客の
増加や非被災地で、の貨車使用の増加によって、旅客・貨物量とも若干増加 し た [12) . pp.319- 320] 。
私鉄のなかでは、震央に近接していた京福鉄道の被害が最も大きかった。 8 月 11 日までにほとんど
の区間が開通したが、九頭竜川橋梁( 9 月 3 日開通)・金津一本丸岡間 ( 11月 22 日開通)の復旧には相
当の日数を要した。なお、開通に先立ち、パス・渡船による応急連絡が全地域で実施された [8) . p 川。
福井鉄道は比較的被害軽微で、、市内線も 7 月 7 日には復旧を終えた [8) . p ロ]。
4-2.道路・橋梁
道路被害総額 2 億2 ， 356万円 [8). p.5] 0 (4 億 1 ， 000万円 [3). p 花 ] の記載もあり。)
被害延長距離 599km [3). p.72] 0 。
橋梁被害総額 2 億1 ， 575万円(福井県内179橋、 石川県5臼8橋) [ω剖 p 刷





応急復旧した箇所の再崩壊や甚だしい交通渋滞を引き起こしてしまうという悪循環が生じた。 7 月 20
日ころまでに、高木橋・舟橋・中角橋・長畝橋で仮橋が完成したものの、いずれも 24 日 の豪雨で流出
し、再度仮橋を架け、第二次復旧をみたのは 8 月であった [8) , 即日 55] 0 
4-3. 港湾
!被害総額 4 ， 997万円 [8) . p 川。|
三国港では、防波堤の低下、岩壁の沈下および上面コンク リー卜 の亀裂により、荷揚げ不能の状態
となったほか、塩屋港では、大聖寺川左岸が崩壊した [3) . p.103-104] 0 
5 .教育施設
| 小・中・高等学校: 全壊78、半壊21、全焼12 ωp 叩] 0 I 
県下の全生徒学童のうち35%に相当する約72 ， 500人が地震による被害を受けた。とりあえず、 夏休
暇を 1 カ月繰り上げた。連合軍から貸与きれた大型テントや天幕を使用し、 8 月初旬から授業が再開
されたが、備品等の不足により、二部・三部授業を余儀なくされた。テント教育と並行して特別給食
を実施した。また、教科書会社などから寄贈された多数部の教科書によって授業再開が容易となった
[3). pp.493-49,J 0 
6 .医療施設
保健所(全壊2、半壊2) 、隔離病舎(全壊15、半壊2) 、病院(全壊9、半壊1、全焼6) 、









福井市では98%、芦原町では70%が被害を受けた [8). p.174] 0 
下水道については、福井市で比較的軽微な被害があったのみである ω. p.174] 。





τ長万言語電所17 (軽微)、変電所(倒壊 1 、軽微16) 、送電線(平野部の 3 万ボルト以下








第 7 図 他府県からの人的援助と応援車両
復旧費約 l 億円 [日) . p.34] 0 
被災地の加入電話の91% (3 ， 032/3 ， 340) は不通となった[剖!即日7- 178] 。
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6 月 29 日午前 7 時、金沢一福井間 2 公衆娘の開通をみて、警察・新聞社等の非常連絡および報道に
活用きれた [ 10 ) . p.53] 0 
電信 ・ 市外電話回線については、京阪方面への連絡を優先して復旧活動にあたり、 6 月 30 日これを
確保した。 7 月 4 日より若干の一般公衆通話が開通し、 8 月末までには一応の応急工事が完了した。
市内回線については、非常連絡用・福井駅・福井市役所・県庁・ 警察 ・軍政部・新聞社・測候所とい
った重要施設から逐次開通させ、 11月末までに、福井市内加入者820名等の復旧をみた [10) . pp.33'34] 0 
8-2. 郵便
京語額約 1 億円臼). p.161] 0 
内訳:局舎8 ， 000万円、事務用品1 ， 000万円、ハガキ類1 ， 000万円。
郵便の引き受け業務は 7 月 10 日までに、配達業務は 7 月 5 日までに順次再開した。また収集業務も
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米 31 俵 野菜 1. 003 俵 調味料 27 縛
9 石2斗0.5升 4.877 貫 800 貫
4 梱 4 斗 116 梱
70 個 3 梱 1. 016 個
66 Kg 120 箱 10 本
，ーーーーーーーー・・ー..・ー・・・・ー・・・・骨...ーー・・・・・・
麦 111 俵 55 倒 茶 22 箱
2 石9斗9升 缶詰・瓶詰め 44 箱 l 包
3 カマス 150 個 2.500 袋
ーーー・ー ・・・・ー・・ ・・・・・ーー・...ーー ・・・ーー曲ー・・・・・・・ーー
36 Kg 主包蔵鱒 530 貫 菓子 3 梱
豆、外 2 俵 煮干し 2.230 貫 70 箱
l 石9斗6升 4 個 18.940 個
9 梱 身欠錬 4.000 賞 その他の食料品
粉類 2 梱 とろろ 160 貫 10 欄
6. 000 袋 野菜煮 1. 010 貫 10 箱
..唱ー，ーーーーーーー，ー，ー..司・-----帽..ー曹司._--・...
その他の穀類 53 俵 佃煮 20 樽 l 個
食パン・乾ノ守ン 3.100 貫
5.958 個 145 箱
250 袋 5 個
玉葱・馬鈴薯 漬物 376 樽
1. 094 俵 5 俵
12.230 貫140匁 6 Kg 
66 梱 166 箱
l 車両 2 個
B. 衣類:
衣料品 320.465 点 履物 24.337 足 和傘 557 本
2.353 梱 216 摺 6 梱
5 包 布団・毛布 51 枚 毛糸 100 ポンド
17 貫 3 梱
90 反 蚊帳 l 帳
C. 日用品:
日用品 4.340 点 蝋燭 670 点 大工用具 200 点
131 梱 6 梱 8 丁
陶磁器 100.608 点 5 箱 9 梱
ーーーーーー ーーーー ーーー・ーー-------------・ーーーー ーーー-
622 梱 火鉢 18 栖 自転車 8 台
25 俵 木炭 5 俵 雑品 115 梱
台所用品 33.657 点 洗面用品 1. 365 点 その他29. 126 点
50 梱 62 楠 94 ダース
石油フンプ 12 梱 800 締 350 坪
豆電球 l 梱 蚊取線香 1. 606 点 2 梱
電池 600 点 25 梱
マッチ 5 網 31 箱
D. 薬品・衛生用: 235.579 点. 750 ダース. 19 積. 1 揃. 286 梱
E. 学用品・書籍: 15.093 点， 98 ダース， 7 包. 340 梱
F. 木 材: 100 石




療・警察の大部隊と救援物資が迅速に到着したことが、大いに役立ったとされている [3 1 ， pp 節制 。応援
の人員や物資輸送車両9)は、北陸の両県のみならず、近畿・東海地方を始め、遠く山形や山口からも到





駆けつけ、復旧工事や医療活動に従事した [31 ， pp. 264 -287J 0 阪神・淡路大震災の場合とは比べるべくもない
が、いわゆる「ボランティア活動」が一般的に認知きれてはいない、戦後なお生活に追われていた者
の多かったであろう時代に、こうした人的援助が積極的に行われていたことは注目に値する 。
各方面から寄せられた義椙金は、 1949年 4 月 2 日現在で l 億5 ， 800万円余に達し、そのなかには、 在
外邦人やへレン・ケラ一女史からの寄付も含まれていた [31 ， pp. 3 14-3則 。都道府県別の人口当たりの義損金
を示したのが、第 8 図である。国民一人当たりでは約2.0円 10)の拠出となるが、やはり、近隣の府県か
ら多くの義指金が寄せられている 。 阪神・淡路大震災の際に集められた義指金11) と比較すると、少ない
という印象を受ける。しかしながら、この金額の多寡については、当時の生活事情や物価12)のほか、 義
損金募集の周知がどの程度徹底して行われたかをも踏まえて判断すべきであろう 。 なお、全国からの




かきに感謝感激し、再起奮闘の一念を高めたJ [31 , p . 314J とい っ たふつに、 震災関連の諸文献の随所に述
べられている。
v. 震災からの諸提言




整理しておくことにする 。 その他の諸提言については、服部 (1995) に詳しい。
1. r災害救助法」への提言
1948年 1 月 15 日、災害救助法に基づいて結成された県災害救助隊は全国初の活動となっ た 。 その概
要は、第 1 図のタイム・テーブルに整理したとおりである 。 ただし、なによりも、 a) 被害があまりに



























1) 災害情報網の整備。機能的かつ実際的な救助・復旧体制の確立。(県農務課長) [3) ，附p.63)
2) (a) 被災をまぬがれた隣接府県に災害救助隊活動を一時委任する、 (b) 医療従事者の援護に保証
を与える、 (c) 災害地に派遣される救護員は必要な食料・日常品を携行する。(県医務課長)
[3) ，附pp.63 - 64]
3) (a) 平素からの災害救助法の研究、 (b) 十分な数量の物資の備蓄と適切な蓄積場所の設定、 (c) 県
庁職員の配置分担の明確化、 (d)福井市内に所在する各官庁の予定避難先を被災者に周知する。
(県商工課長) [3) , rilpp 印刷
4) 救助隊員は服装着用のこと、救援物資運搬のために輸送機関を十分活用できるようにすること。
(福井市社会課長) [3 ) ，昨日]
5) (a) 供出対象となる自動車の範囲拡大、 (b) 自動車の配備体制の明確化、救援物資・人員の輸送
体制の改善、 (c) 書類面での改善、 (d) 燃料用方、ソリンの備蓄。(福井県道路運送監理事務所運送
課長) [3) , rilpp.68-69) 
6) (a) 路面の応急補修、仮橋の急設、障害物の除去を優先する、 (b) 救援物資を県内各地に分散保
管しておく。(県議会震水災対策委員長) [3) ，田川 71 -72)
7) (a) 配給物資の適正な配分、 (b) 災害救助法の民主的運用、 (c) 情報の周知徹底。 (福井分掌局局
員) [3 ) ，附p 川
2.復旧・復興活動に関して
1) (a) 非被災地からの労働奉仕団の効率的運用、 (b) 宗教団体の積極的活動をうながす。(福井分掌
局局員) [3) 附p.71 )
2) 農耕地の復旧のための労務動員に対して法的措置と受け入れ体制の整備。(県耕地課長) [3) , 
附pp.72 - 73]
3) (a) 倒壊家屋整理の如く 多数の労力を必要とする場合、軍隊の出動を求められない今日である
から、何とか之に代わるべき方途を勘案しておく必要がある 。 (b) 運搬用器材(主としてトラ ッ
ク)の徴用配備に関して、道路管理事務が運輸省から県市の手に委譲されることが切望きれる。
[8) , p.13] 
4) (a) 建築資材の高騰を防ぐ、 (b) 他府県の商人に暴利をむきぽらせない、 (c) 金融の健全活発化を
はかる。(福井分掌局局員) [3) ， 附p 川
5) 業者聞や官庁との交渉を円滑に進め、復興事業を速やかに遂行するために、経済(金融)の研




1) 地震の知識を持ち、冷静に災害に対処すること(福井市社会課長) [3) ， 附p 曲]
2) 建物の礎石と柱の元を強力にとじておくこと、屋根を軽くすること。家の四方に各々ーケ所の
戸口を作りおく 。 災害に関心を持ち、平素より準備・訓練を重ねること 。 (金津町役場吏員)
[3) 附pp.62 - 63]
3) (a) 用心水を用意しておくこと、 (b) 建物に副棒を施すこと、 (c) 予報を早期に周知すること。(坂
井郡本庄村長) [3) ω 附pp.68 - 69 ]
4) 学校建築は、耐震耐火の鉄筋コンクリートにする。(福井市春山小学校長) [3) 附pp 砕70]
5) 地震に付随する火災に対して、平素からの消防訓練が必要。(福井宗教文化協会長) [3) , ~ipp 
70-71] 
6) (a) 学校は平屋合掌建にする、 (b) 地震に対する正確な知識を身につけ、流言に惑わされない。
(丸岡平章小学校長) [3) , Uipp.6H5] 
7) 食料保管倉庫を耐震耐火構造にする。(福井分掌局局員) [3) 附p.71 ]
8) 子々孫々にゆがめざる事実を伝えると共に、内外から寄せられたる人間愛の温情を忘却せざる
ょう教示すべきである。(県議会議員) [3 ) ，附即時価]
4 .避難行動について
1) 自分の持ち物は自分で確保する。(福井新聞編集局次長) [3) ，附p 刈
2) (a) 地震発生時には、 2 階にいる児童を階下に降ろきない、 (b) 屋内に残した物に執着せず、避
難に専心する。(丸岡平章小学校長) [3) 。附pp . 64 -65]
3) (a) 消防優先、 (b) 階上にいる者はその場で身を守る。(福井市春山小学校長) [3) 胸骨叫
5 .都市計画への提言
1)近代産業の振興にふさわしい新しい都市計画一道路・架橋・公共施設ーの立案と実践が必要。














あ っ たことを挙げうる 。 阪神・淡路大震災とは、 1) の点は共通しているが、 2) については非常に対
照的であ っ た 13)。
E救助活動について: 1) 命令・指揮系統の合理化、 2) 非常通信網整備・情報管理の重要性、 3) 近隣の


























1)服部 [71 . p.77] の指摘するように、人的被害(福井県および石川県)の数値は出典によってかなり異なる。ちなみに、
死亡者数(行方不明者を含む) : 3 , 579 [51. p.246. 161. pp.16'17] - 5 , 547 [.1. p 39] 、負傷者数 10 , 194 [141. vol.l. p.10) -22 , 234 
[101. p.ll) とかなりの幅がある。
2)低い見積もり [5 ) . p.11) で、
死t率 (3 ， 966/289 ， 141) 本 100= 1. 4%、死傷率 (25 ， 607/289 ， 141) *100=8.9% 、
高い見積もり[心。 pp.39 ' 43] では、
死亡率 (5 ， 502/263 ， 645) * 100 =2. 1%、死傷率 (25 , 045/263 , 645) * 100=9 . 5%。
なお、阪神・淡路大震災での死亡率をみると 、 (5 ， 440/2 ， 688 ， 444) * 100 = 0.2%である 。 死亡者数は文献 [ 1 ) . p.6側、
人口統計は1995年国勢調査による。(阪神・淡路大震災における兵庫県内での被害集中地域(神戸市・芦屋市・西宮
市・尼崎市・宝塚市・北淡町)の死亡率(直接死のみ)をさす。)
3)福井市の男女別年齢別人口構成は、福井県『昭和23年度福井県統計書』 、 pp.28-31による 1948.8.1現在の統計資料に
基づく。
4)福井県 『昭和23年度福井県統計書』、 pp.34-37、同 『昭和26年度福井県統計書』 、 pp.30-31による 。
5 )福井県『昭和23年度福井県統計書』、 pp.154-155、同 『昭和24年度福井県統計書』 、 p.217による 。
6) パラック以前のも っと応急的な仮住まいとしては、 三角小屋が建てられていた。
7 )福井県『昭和23年度福井県統計書』、 pp .106- 109、同 r昭和24年度福井県統計書』、 p.131、同 r昭和25年度福井県統
計書』 、 p.119、同 『昭和26年度福井県統計書』 、 pp.238-239 ， pp.268-269による 。
8)福井県『昭和25年度福井県統計書』、 p . 268によると、 1948年 1 年間の物価指数を 100 とすると、 1946年 8 月のそれは
29.2、 1950年12月 では 133 .0である。
9)文献 [31 . pp.215引7. OP.220'222. pp.480'481. pp.467-469] の資料による 。
10)1947年の国勢調査による日本の総人口 78 ， 10 1， 473で、義摘金総額を除した数値。






1994年 (401 ， 000円)/1948年 (5 ， 342円)=約75倍。(資料出典①p.20、②p . 104)
b) 都市勤労者世帯 1 か月聞の家計収入(実収入)
1994年 (567 ， 174円)/1948年 (10 ， 129円 ) =約56倍。(資料出典①p.109、②p.8)
c) 消費者物価指数
1994年 (114.5) /1948年 ( 11.5)=約10.0倍。(資料出典①p.476、②p.544、 1985年を 100)
d) 国民総生産(単位10億円)
1993年 (470 ， 353)/1948年 (2 ， 666 ) =約176倍。(資料出品Q.①p.98、②p.8)
e) 中央財政の歳入決算額(単位10億円)
1993年 (77 ， 731)/1948年 (508) =約153倍。(資料出典③p.3、②p.493)
ここに取り上げた指標の間ですら、 10- 176倍の開きがある。当時の 2 円(国民 1 人当たり拠出義損金)の価値が
どの程度かを推し量るのはかなり難しい。また、終戦直後の数年間の変化は急激であることも、推測を困難にして
いる。ちなみに、 b) については、 1946年 (1 ， 724円)、 1947年 (4 ， 177円)と推移し、 1948年まで毎年 2 倍以上の伸ぴを
示す。
①東洋経済新報社 (1991) r完結 昭和国勢総覧』第 3 巻、東洋経済新報社。
②総務庁統計局(編) (1995) r第45回日本統計年鑑』、日本統計協会 ・毎日新聞社。
③東洋経済新報社(編) (1980) r昭和国勢総覧』下巻、東洋経済新報社。
13) 第 I 章でも述べたように、むろん、阪神地域という大都市圏と北陸地方の一都市という都市規模(いわゆる中心性)
の違い、ひいては社会的・経済的な影響力の差も影響している。
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